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1.  はじめに

　地球温暖化を始めとするグローバルな環境問題に配慮し
た「持続可能な消費」なる概念が、国連環境計画（UNEP）
において提唱されている1）。しかし、多くの一般市民がグ
ローバルな環境問題を意識しているにもかかわらず、それ
に配慮した消費行動には十分至っていないことが指摘され

ている。消費活動という一般市民に最も身近な行動を持続
可能とするためには、日常生活における人々の行動変化を
促す方策が求められる。この方策のひとつとして、環境教
育が有効な手段と考えられる。
　現在、消費活動における行動変化を促す環境学習・教育
プログラムの多くは、日常生活での目に見えるエネルギー
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利用やごみ問題を取り扱うものが主流である。しかし、例
えば地球温暖化に関しては、家庭の消費活動に伴い排出さ
れる温室効果ガスのうち、家庭内での電気やガスなどの直
接的なエネルギー消費による排出は45%に留まり、残りの
55%は家庭外での間接的な排出であると報告されている2）。
グローバルな環境問題を意識した環境教育においては、エ
ネルギー消費やごみ排出など一部の行動の直接的な環境影
響だけではなく、衣食住にまつわる広範な消費行動に伴う
間接的な環境影響に目を向けることが不可欠である。
　また、京都議定書目標達成計画3）による地球温暖化の
解決に向けた環境教育の必要性の高まりを受けて、地球温
暖化に関する環境教育は年々盛んになっている4, 5）。その
結果、トビリシ勧告における環境教育の五つの目標6）の
うち、気づき（awareness）や知識（knowledge）に関し
ては達成されつつあることが地球温暖化対策に関する世論
調査7）などからも認められる。しかし環境問題の解決や
発生防止に向けた行動に不可欠な残り三つの目標、すなわ
ち態度（attitude）や技能（skill）の向上そして参加

（participation）の推進に寄与する環境教育はいまだ十分
とは言えない4）。つまり、自然体験型や知識修得型の環境
教育だけでなく、問題解決型の環境教育が今後強く求めら
れる。
　筆者らは、このような状況を踏まえ、持続可能な消費に
向けて環境配慮行動を効果的に促すことを目指した「ライ
フサイクル思考」に基づく新たな環境教育プログラムを提
案している8）。

2.  既存研究と本研究の目的

2.1  ライフサイクル思考に基づく環境教育

　本藤らによる前報8）では、理論的な側面から環境教育
におけるライフサイクル思考の有効性に係わる基本仮説を
提示した。すなわち、現代社会では、個々人の日常生活と
グローバルな環境問題との間には認知的な意味での断絶―
ミッシング・リンク―が存在し、そのことが環境問題の解
決に向けた行動を妨げている。個々人の日常生活がグロー
バルな環境問題と密接につながっていること―つながり意
識―を実感させるためにはライフサイクル思考が有効であ
り、その獲得がミッシング・リンクを再生し、環境配慮行
動を向上させる。この基本仮説に基づき、本藤ら8）は、
LCA計算ソフトウェアを核とした環境教育のための教材
を開発し、その教材を用いて大学生を対象に環教教育プロ
グラムを実施した。実施後における学生の行動意図の変化
およびその心理メカニズムについて予備的な分析を実施し
た結果、参加した学生には「つながり意識」が形成され、
それに伴い「責任感」が向上し、自分の持ち物に対する「長
期間利用の行動意図」が高まる可能性を見出している。

　しかし、前報8）における簡単な質問紙調査に基づく予
備的な分析は、基本仮説の十分な検証までは至っていない。
環境心理学分野における知見を生かした行動変容メカニズ
ムの詳細な分析が求められる。また、教材の如何なる要素
や特性が学習者の心理的要因に働きかけ、変化させている
かについての解析も、効果的な教材開発のためには不可欠
である。

2.2  環境教育による行動変容メカニズム

　環境配慮行動の心理的なメカニズムに関する研究は環境
心理学や環境マーケティングなどの分野で精力的になされ、
環境配慮行動の促進・阻害要因に関する分析や環境配慮行
動モデルの提案などが数多くなされてきた9, 10）。他方これ
らの知見を、環境教育による行動変容の分析や評価に適用
した研究は多くない。
　例えば広瀬ら10）は、FishbeinとAjzenの合理的行動理
論11）を発展させ、環境にやさしい目標意図の形成と、環
境に配慮した行動意図の形成の二つのフェーズに分けた環
境配慮行動の2段階モデルを提唱している。目標意図（環
境を守りたい等）は、環境問題に対する危機感、責任感、
対処行動の有効感によって形成され、それを土台にして、
対処行動の便益費用、実行可能性、社会的規範の総合的な
判断に基づき行動意図が形成される。このモデルに基づき、
ゴミ減量を題材とした小学生用の環境教育プログラム12）や、
ゴミとプラスチックを題材とした中学生に対するエネル
ギー・環境教育13）が実施され、それらの効果が分析され
ている。プログラム実施後の行動変容は、危機感と責任感
が認知され、行動の有効感と便益費用感が評価された結果
であるとしている。また、実施率の低い行動は、便益費用
感と社会的規範に対する否定的な評価が主たる理由である
としている。
　藤井ら16, 17）は、Ajzenの計画行動理論14）を中心に
Schwarzの規範活性化理論15）などを組み合わせた、協力
行動に関する行動変容プロセスモデルを提案している。こ
のモデルの一つの特徴は、行動意図（協力行動をしよう等）
の形成における道徳意識の活性化に重きをおいていること
である。道徳意識の活性化には、規範活性化理論に基づき、
危機感、責任感、有効感、コスト感（便益費用感）が影響
するとしている。このモデルを基に交通行動の変容を目的
とするコミュニケーション・プログラム（トラベル・
フィードバック・プログラム）が設計され、学校教育や地
域の市民教育プログラムに応用された18）。例えば、小学
校における実施結果では、生徒の環境行動実行意図形成に
加え、交通行動調査に協力した保護者の交通行動変容も認
められている19）。
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2.3  省エネ行動の効果的な促進方法

　学校における環境教育とは異なるが、家庭や事務所など
における省エネ行動の効果的な促進方法に関する研究も精
力的になされてきた。特に家庭を対象とし、省エネ行動の
結果に関する情報（例えば、毎月の電気料金や行動変化に
伴う消費電力量の変化）を世帯員に提供することで省エネ
を促すフィードバック法に関する研究は古くから数多くな
され、少なくとも短期的には効果の高いことが確認されて
いる20）。最近では情報技術の著しい進展によってコン
ピュータやインターネットを利用したリアルタイムでの
フィードバック法の有効性が報告されている21-23）。例え
ばインターネットを介して、消費行動データの入力に基づ
き直接・間接エネルギー消費量と推薦行動アドバイスを提
供するシステム23）が、省エネ効果、行動変容、エネルギー
知識の向上をもたらすことが確認されている24）。これら
の研究は、個々人の行動変容の結果を瞬時に伝達するリア
ルタイム・フィードバックが効果的な行動変容方法である
ことを示している。

2.4  本研究の目的

　前述したように、本藤ら8）が提示した基本仮説の検証は
未だ不十分であり、簡単な質問紙調査による、限られた心
理的要因のみの測定結果に基づいた予備的分析にとどまっ
ている。そこで本研究では、その基本仮説に基づく環境教
育プログラムを中学生･高校生を対象に実施し、その検証
を試みることを目的としている。第1に、環境配慮行動メ
カニズムに関する先行研究の知見をもとに、行動変容に影
響を与える心理的要因（責任感や有効感など）を的確かつ
幅広く検討することで、「つながり意識」の実感がミッシ
ング・リンクの再生を促し、環境行動意図を形成するに至
る心理メカニズムの分析を行う。第2に、本プログラムに
組み込まれた要素（ライフサイクル思考やLCAの説明など）
や特性（パソコン実習など）が、生徒の意識や行動意図の
変化に如何なる影響を与えているかをあわせて検討する。

3.  環境教育プログラム試行方法とデータ収集

　本藤ら8）が開発したLCAソフトウェアを核とする基本
教材を用いて、高校ならびに中学の4クラスで環境教育プ
ログラムを試行した。プログラム実施後に、生徒たちがこ
のプログラムの如何なる特性もしくは要素に刺激を受けて、
如何なる心理メカニズムに従い行動意図を変化させるかを
分析するために、5種の調査を実施した。

3.1  境教育プログラム試行方法

3.1.1  LCAソフトウェア「かばんの中でも温暖化 !?」

　今回実施した環境教育プログラムの最大の特徴は、LCA

ソフトウェアを利用したPC実習を中心に据えていること
である。LCAソフトウェア「かばんの中でも温暖化!?」（以
下、LCAソフト）は、通学時に持参する学用品・日用品、
すなわち「かばんの中身」のライフサイクルCO2排出量（以
下、LCCO2）を算出するものである。ソフトウェアの詳細
については、本藤らの報告8）を参照されたい。本ソフトウェ
アの基本的な機能は、生徒の所持品に起因する1年あたり
のLCCO2を算出できることである（図1）。またLCCO2は、
かばんの中身の合計値に加え、製品別、ライフサイクル別
に数値とグラフで表示できる。加えて、2種類のかばんが
用意されており、別々にかばんの中身を入力することで、
それらのLCCO2の差を簡単に比較できる。4種のデータ（所
持品の種類、個数、利用年数、使用済み後の取り扱い）を
入力するだけで、複雑なLCA計算を課することなく、限
られた授業時間内に製品の各ライフサイクルステージにお
けるCO2排出量を受講者に提供することができる。自分自
身の所持品に由来するCO2排出量であるがゆえに、それは
実感のある数字として受け止められ、自身の責任を気づか
せる効果が期待できる。また、本ソフトウェアの2種類の
かばんの比較機能により、かばんの中の学用品や日用品の
使い方を変えることで、LCCO2をどれだけ変化させられ
るかをシミュレーションし確認することが可能である。

3.1.2  環境教育プログラムの構成

　本研究では、上記のLCAソフトウェアを核とした、前報8）

で報告された大学生向けの環境教育プログラムを、中学高
校生用に組みなおして実施している。本プログラムの主眼は、
生徒に地球温暖化と日常生活のつながりを認知させ、個々
の責任や環境配慮行動の有効性を認識した上で、自発的に
環境配慮行動を実行する能力を獲得させることにある。プ
ログラムは、授業全体で2 ～ 3時間となるように構成され
ている。表1にその概要、狙い、使用教材、期待される意

図1　ソフトウェア「カバンの中でも温暖化 !?」
　　　　　　　－かばん1と2のCO2排出量比較表示画面－
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識変化を示す。授業の前半（表1、講義1、2）は講師に
よる地球温暖化問題、LCAおよびライフサイクル思考の解
説が主である。DVD25）を用いて地球温暖化のメカニズム
やそれが与えるかもしれない損害について学習した後に、
身近な製品である携帯電話やペットボトルを例に、図2の
ようなLCA解説スライド（アニメーション）を用いて、ラ
イフサイクルの各ステージでCO2が排出されていることを
解説する。授業の後半（表1、講義3、4）では、受講生徒
が各自ソフトウェアを使った実習を行う。生徒は、自分の
かばんの中に入っているペンやノート等の所持品の種類や
個数などをワークシートに書き出した上で、その内容を
LCAソフトウェアに入力して自らの所持品のLCCO2を計算
し、グラフなどにより自らのCO2排出量を確認する。その後、
かばんの中の所持品の個数や使用期間などを変化させて現
状のCO2排出量を削減するシミュレーションを行う。現状
を示す「かばん1」と削減シミュレーション後の「かばん2」
を比較することで、自らの削減行動の有効性を確認する。

3.1.3  教育プログラム試行状況

　表2に示されるように、M高校（総合学習の一環である
選択授業）、K学園（生活委員会活動）、F高校（オープン
スクール時の公開授業、受講者は希望生徒）にて当該プロ
グラムを実施した。プログラム試行における講師は、横浜
国立大学の大学院生が務めた。1クラスにおける受講人数
は6人から58人であった。また、学校の状況に応じて、1
日で連続して実施する場合と、3回に分割して3週間かけ
て実施する場合があった。プログラム終了後、各校におい
て表2に示すような各種調査を実施した。

3.2  調査方法

　第2章で述べた目的を達成するために、プログラム実施
直後に受講生徒に対して3種の質問紙調査（3.2.1 ～ 3.2.3）
を実施しデータを収集した。また生徒がPC上で行った
CO2削減擬似行動を分析するために、その行動内容の記録
を簡単に回収できる新機能をソフトウェアに追加し、その
記録を電子ファイル（ログファイル）として回収した

（3.2.4）。プログラム実施7 ヶ月後には、行動意図ではなく
実際の行動の変容に関する質問紙調査を実施しデータを収
集した（3.2.5）。これらのデータを統計的に解析することで、
プログラム実施により、生徒たちがこのプログラムの如何
なる特性もしくは要素に刺激を受けて、如何なる心理メカ
ニズムに従い行動意図を変化させるかについて分析した。
以下に各調査の詳細を示す。

表1　環境教育プログラム講義構成と期待される意識変化

図2　LCA解説アニメーションスライド
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3.2.1  意識および行動意図の変化に関する質問紙調査

　環境行動意図形成に至る心理メカニズム解析に用いる
データ収集のための質問紙を設計し、講義直後に受講生徒
に対する質問紙調査を行った。質問内容は、関連する既往
研究と前報8）の知見を元に、より詳細な意識の変化を探
るため、講義が影響を与えると想定している以下の心理的
要因について、講義前と比べて講義後にどのように意識が
変化したかを「変化せず」－「非常に変化した」の3段階
に加え「講義前から意識あり」の四つの選択肢から単一選
択することを求めた；
　①社会、地球環境、消費行動間のつながり感（4項目）
　②地球温暖化への危機感（2項目）
　③責任感（4項目）
　④有効感（4項目）
　⑤実行可能感（1項目）
　⑥便益負担感（1項目）
　⑦�行動意図（4種、節約意図、長期使用意図、代替行動

意図、リサイクル意図）。
　講義の受講者総数93名のうち、82名から有効回答を得
た（回答率M校 93.8%、K学園 89.7%、F校（1）75.0%、
F校（2）100.0%； 中学生26名、高校生56名； 女子54名、
男子28名）。

3.2.2  講義の感想に関する質問紙調査

　K学園では、早退者を除く出席生徒全員に講義の感想の
提出を求めた。講義は3回に分けて行われており（表3）、
各回終了後、生徒はその内容に対する感想を自由に記述し
た。講義の印象や意識変化などを推定するために、この自
由記述の内容をテキストマイニングにより解析した。講義
日ごとに記述された3回分の感想から、表4に分類した感
想要素に関連する用語や表現を抽出し、その用語や表現を
使用している生徒の人数を集計した。なお行動意図に関し
ては、‘環境に優しい行動’といった曖昧な表現は一般行
動意図に分類している（表4）。
　感想提出者は、1日目：52名、2日目：51名、3日目：
55名であった。

3.2.3  講義の印象に関する質問紙調査

　生徒たちが本プログラムの如何なる特性もしくは要素に
刺激を受けているかを検討するため、3.2.1項の調査とあわ
せて質問紙調査を行った。講義を構成する主たる以下の8
種の要素を取り上げ、それぞれの印象を「非常に印象的」
から「全く印象的でない」の4段階から単一選択すること
を求めた、さらに最も印象的であったものをひとつ選択す
ることを求めた；

表2　講義実施状況と調査項目

表3　K学園講義日程
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　①地球温暖化のDVD
　②LCA解説スライド
　③ソフトウェアへの入力操作
　④�ソフトウェアによる持ち物の製造から廃棄までのCO2

量表示
　⑤ソフトウェアによるCO2排出量数値・増減%情報
　⑥ソフトウェアによるCO2排出量グラフ化
　⑦ソフトウェア画面のイラスト類
　⑧�カバンの中身削減による2種のカバンのCO2排出量比

較
　特に本プログラムの特徴であるLCAソフトウェアの印
象度については詳細に調査するべく、その機能にしたがっ
て6種の要素（③～⑧）を取り上げている。
　講義の受講者総数93名のうち、82名から有効回答を得
た（回答率M校93.8%、K学園89.7%、F校（1）75.0%、F
校（2）100.0%； 中学生26名、高校生56名； 女子54名、
男子28名）。

3.2.4  ログによる PC上での擬似行動調査

　講義により形成される行動意図を推定するために、本研
究ではLCAソフトウェアに入力された持ち物の種類、個数、
使用期間、処分法（リサイクルの有無）、LCCO2算出結果
をエクセルファイル形式で記録する機能を新たに付け加え
た（図3）。このログ機能を使って生徒がパソコン実習に
おいてどのようなCO2削減行動を試行したかを知ることが
出来る。講義の受講者総数93名のうち、ログ収集が可能
であった65名について、各生徒の現状を示す「かばん1」
とCO2削減シミュレーション後の状況を示す「かばん2」
のログを比較することで、削減方法の適用状況を調査し
CO2削減量（率）を算出した。

3.2.5  事後行動の変容に関する質問紙調査

　本教育プログラムが実際に環境行動誘発効果を持つもの
であったのかを調査するため、試行実施校の1つであるK
学園の受講生徒に対し、講義の約7 ヵ月後に質問紙（図4）
を用いた25種類の環境配慮行動実行状況調査を実施した。

表4　K学園講義感想記述表記分類

図3　ログ内容の例
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設問は既往研究の質問紙調査に用いられた設問項目26）や
環境省の推薦する環境行動情報27）を基に、講義内容に関
連性が高い環境配慮行動16種と関連性が低い行動9種（省
エネ、節水、向社会行動）について、「講義前から実行し
ている」、「講義後実行し始めた」、「実行していない」の3
種の選択肢より選択させることとした（図4）。なお、生
徒が受講直後に示した行動意図をその後に行ったかどうか
を確認するために、一部の環境配慮行動の設問文において
は、受講直後に生徒が感想に記述した表現を参考にした。
その結果、一部の設問文は現状では一般的でないものと
なっている。
　K学園の全受講生徒の半数である29名（中学2年3名、
中学3年9名、高校1年6名、高校2年4名、高校3年6名、
学年不明1名）ならびに制御群として72名の非受講生徒（中
学2年1クラス（34名）、高校2年1クラス（38名））から
の回答を得た。

4.  調査結果

4.1  環境問題への意識と行動意図の変化

　図5は、講義直後の質問紙調査から得た回答を集計した
結果である。
　つながり意識に関しては、各項目とも90%以上の生徒が
講義による意識の変化を見せている。危機感については、

受講生徒の40%程度が講義前から既に認知している。実行
可能性については、94%の生徒に意識の変化が見られるが、
負担感については、80%の生徒に意識変化がもたらされて
いるものの、20%は依然として行動実行の負担感を感じて
いる。責任感の変化を問う四つの設問のうち、CO2排出に
対する責任感の向上（図5, 責任②）を表明した生徒が94%
と特に多数を占めている。また、地球温暖化に対する個人
の責任（図5, 責任①）について、半分以上の生徒が「強
く思うようになった」と回答している。個々人の環境配慮
行動の有効性に関する意識変化を問う四つの設問全てにつ
いては、60%程度の生徒が「強く思うようになった」を選
択している。
　4種の行動意図は、講義前からすでに実践していた生徒
を除けば、全ての意図について90%以上の生徒が講義後に
向上している。変化した生徒の割合が最も高いのは、長期
使用意図（82%）である。また長期使用意図に関しては、「強
く思うようになった」と回答する生徒が60%を占め、変化
の程度も大きい。リサイクルに関しては、講義前から意識
の高い生徒が多数見られる。節約行動と代替行動の意図形
成は75-80%の受講者に見られるが、共にこの内の半数（全
体の約40%）は、「少し思うようになった」を選択しており、
その意図変化の程度は比較的小さい。

図4　行動変容事後調査

*
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4.2  講義感想の記述内容

　K学園における講義後の感想記述内容から表4の分類に
基づき用語を抽出して、各用語の使用生徒数を1回の講義
ごとに集計した。図6、7は、出席生徒数に対する使用生
徒数の比率を示している。
　1日目の講義では、半分以上の生徒がDVDで紹介した
地球温暖化への危機感と、ペットボトルを題材にスライド
とソフトウェアのデモンストレーションにより解説したラ
イフサイクルで考えること（LCT）に関する感想を述べ
ている。またつながり、責任、PC操作への興味に言及す
る感想も見られた（図6）。環境に配慮した行動意図の記
述も多数見られるが、物の使い方など特定の行動に限定し
た意図は少なく、「身近なことに気をつけたい」、「買い物
にも気をつけたい」などの抽象的な表現（一般行動意図に
分類）を取るものが多い（図7）。また特定の行動意図に
ついては、「節水」や「エアコンに頼らない」など講義内
容から学習する行動ではなく、すでによく知られている環
境行動に関する実行意図が表明されている。
　2日目には、各自自分のかばんの中の所持品による
LCCO2の算出を行っているが、ほとんどの生徒が「かば
んの中でこんなに出る」、「めがねのCO2に驚き」等の
LCCO2に対する気づきや驚きなどを述べている（図6：

LCCO2）。また次回のCO2削減シミュレーション実習に向
けて「長く使えば減らせる」といった自身の行動の実行可
能性を表明する生徒も見られる（図6：実行可能）。今回
の講義の対象者は、生活委員会の委員であるため、生徒の
所属するクラスへのライフサイクル思考の普及やライフサ
イクルを考慮した環境配慮への協力依頼（参加協力に分類）
を目指す記述も見られる（図6：参加協力）。
　最終日は、パソコンにより様々なCO2削減方法を試行し
たため、「少しモノを長く使うだけでCO2排出量が変わる」
等の有効性と、行動変化の実行可能性に関する記述が目
立っている（図6）。また3日間の講義を総括しているため、
1日目の講義内容である危機感、責任、つながりを再度認
識する感想も見られる。特に講義で触れていない人々の参
加協力の重要性を表現した記述は、回を追う毎に増加して
いる。
　図7に示されるように、2、3日目の行動意図に関する記
述は、講義内容を反映したLCCO2の削減に寄与するもの

（長期使用、消費削減、リサイクル、代替行動）が1日目
に比べて増加する傾向にある。特に長期使用意図に関して
は、2日目で45%、3日目で35%の生徒が記述している。
このような特定行動の記述が増加するに伴い、一般的な行
動意図を表現する内容は半減している。

図5　環境問題への意識・行動意図の変化
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4.3  講義要素の印象

　講義の印象に関する質問紙調査の回答より、4段階の印
象を、「非常に印象的」＝4、「少し印象的」＝3、「あまり
印象的でない」＝2、「全く印象的でない」＝1としてスコ
ア化した平均値と、最も印象的な要素として選択された割
合を図8に示す。
　PC操作実習における「かばん、持ち物のイラスト表示」
を除き、概ね印象深い講義であったと思われる。最も印象
に残った要素については、受講生徒の32%が「地球温暖化
に関するDVD上映」を、次いで20%が「ソフトウェアで
CO2排出量・増減が分かる」を選択している。そのあとに、
10%前後の生徒より選ばれた、製品のライフサイクルの説
明およびソフトウェアに関する4種の要素が続いている。

4.4  PC上での擬似行動に関するログ調査

　収集した65名のログを調査して、かばんの中のCO2排
出量の初期値に対するシミュレーション後の削減量（CO2

削減率）と、ログ収集人数（n）に対する5種類のCO2削
減法（長期使用、使用量削減、代替行動、リサイクル、使
用中止）の適用者割合（削減法適用率）を各校毎に算出し
た。表5に示されるように、削減目標13%に対して、これ
を上回る21-25%の削減量に結果が集中している。13%削
減が達成できなかった受講生徒は65人中10人である。
　また5種類のCO2削減法の適用率に関しては、各校とも
約90%以上の生徒が、所持品の使用期間を長期化するとい
う行動を試行している。全ての実施校で次に適用率が高い
のは、使用量の削減（53-61%）である。またリサイクルに
ついては、学校により適用率が大きく異なっている（表5）。

図6　K学園の講義感想内容の分類（1）

図7　K学園の講義感想内容の分類（2）
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4.5  行動変容事後調査

　質問紙（図4）による25種類の環境配慮行動の実行状況
調査の回答を「行動あり」＝1、「無し」＝0として、受講
者の講義前後の行動数を集計した。表6は、受講者の講義
前後における行動数を示している。受講者の講義後の行動
数は講義前のそれよりも有意に増加していることが確認さ
れた（表6）。また、講義では直接的に言及しなかった環
境配慮行動である節水や省エネ行動も増加する傾向が見ら
れる。

5.  分析と考察 

　4章で示した5種の調査結果より、提案する環境教育プ
ログラムによって、環境に係わる意識や行動意図が高めら
れる可能性が示唆された。本章では、前章で得られた結果
を基に、生徒の意識や行動意図が変化するメカニズムにつ
いて考察する。

5.1  意識変化間ならびに行動意図変化との関連 

　本節では、意識変化間の関連、および意識変化と行動意
図変化との関連を分析し、それらの心理的要素の因果関係
について考察する。
　最初に意識変化および行動意図変化のスコア化を行った。
4.1項に示した意識・行動意図の変化に関する回答から、
4種の選択肢のうち「以前から思っていた（意識していた、
実行していた）」を除き、「変わらない」＝0、「少し思う
ようになった」＝1、「思うようになった」＝2としてスコ
ア化した。つながり感、責任感、有効感、実行可能感、便
益負担感については、クラスター分析結果とクロンバック
のα値、および設問文の表現を考慮して、表7のように意

表5　ソフトウェアによるCO2排出削減シミュレーション結果

表6　講義後の環境配慮実行状況

図8　講義内容に対する印象
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識尺度を定義した。
　つながり感に関しては2種に分けた。つながり①②④を、
身近な消費行動に関するつながり感として解釈し、「つな
がり感A」とした。他方つながり③は、その設問文の表現
から、今回の講義で取り扱った消費行動に限定されない広
範な行動を含むつながり感と解釈し、社会との一般的なつ
ながり感を示す「つながり感B」とした。責任感に関しては、
生態系異常に関する記載を含む設問（責任④）は、他の3
種の設問とは異なる責任感であると判断し、加えて本講義
でほとんど触れられないことから影響は少ないと判断し除
外した。逆に、実行可能性と便益負担感については、2者
を統合して「可能感」という単一尺度とした。また、危機
感については、多数の参加生徒が講義前から認識しており、
今回の講義による影響の変化を問う重要性が小さいと判断
し、分析から除外した。なお表7に示される尺度のうち「つ
ながりB」を除いた4種に関しては、主成分分析を適用し
て求められた因子スコアを当該生徒のスコアとした。
　表8は、上述した5種の意識の変化と4種の行動意図の
変化の間に関連があるかについてスピアマンの相関分析を
行った結果を示している。また図9は、これらの相関関係
を整理して示している。実線は全て有意確率（p値）が0.01
未満の相関を表し、数字は相関係数を示す。
　意識変化の間には一部を除き、強い相関があることが示
されている。特に「つながりA」と「つながりB」の両方が、

「責任感」と「有効感」にそれぞれ強い関連を示している。
また、各意識変化と行動意図変化間の関係では、「有効感」

と「責任感」の2種がいずれもが、「長期使用」と「リサ
イクル」の2種との間に、それぞれ強い相関が認められる。
　ところで4章で示したK学園の講義感想内容（図6、図7）
の集計結果によれば、このプログラムの初日で、「つなが
り」や「ライフサイクル思考（LCT）」に関する記述が多
く見られ、2日目に「LCCO2」について、3日目には「有
効感」と「長期使用」や「リサイクル」の行動意図に関し
て言及している。このように時間軸にしたがって、相対的
に強く感じる（思う）部分が変化している。さらに表5で
示されるように、LCCO2削減シミュレーションでは、ほ
とんどすべての生徒が長期使用を試みている。このことは、
生徒がLCCO2削減における長期使用の有効性を認識した
結果の行動として理解できる。
　これらの分析結果を中心に、環境配慮行動の既往研究の
知見を考え合わせて行動変容メカニズムについて考察する。
生徒は、「つながりA（消費行動に基づく具体的なつなが
り）」と「つながりB（社会との一般的なつながり）」とい
う2種のつながりを認知し実感することで、責任感と有効
感が向上した可能性がある。「つながり感」と「責任感」「有
効感」との因果関係については、講義要素の印象度も含め
て次節で詳細に検討する。
　さらに「責任感」や「有効感」の向上は、「長期使用」
や「リサイクル」の行動意図の向上に影響したと考えられ
る。既往研究でも責任感や有効感が態度や行動意図の規定
因になることは示されており脚注1）、例えば、責任感と有
効感の向上は、道徳意識形成を経て行動意図を活性化する
とする既往研究の知見とも一致する12,15,16,17）。

* p<0.05 , ** p<0.01

表8　意識変化および行動意図変化に関する相関

0.619

0.809

0.655

0.609

表7　意識設問統合法

脚�注1）「つながりA」は「可能感」とも関連しているが、「可能感」と行動意
図の関係は弱い（表8、図9）。Meinholdら28）による高校生を対象とし
た研究では、可能感に近い概念である自己効力感（self-efficacy）が環境
配慮行動に影響する傾向が示されおり、本研究とは異なる結果となっ
ている。本研究では、かばんを対象としてPC実習を実施しており、直
接対象となる環境配慮行動（例えば、ハンカチや電子辞書を長く使うな
ど）は比較的簡単に行えるものである。それ故に、一般的な「実行可能・
負担感」の向上は、質問紙で取り上げた4種の特定の行動意図の向上に
は直接結びつかなかったのかもしれない。
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　以上より、自らの消費活動と、社会活動およびそれに伴
う環境影響とのつながりを実感することは、行動意図の規
定要因と考えられている責任感や行動の有効性を活性化し、
長期使用やリサイクルなどの行動意図を誘導するものと考
えられる。

5.2  講義と意識変化との関連 

　前節では、本教育プログラムによって「つながり感」が
「責任感」と「有効感」を活性化し、環境配慮行動意図を
高める可能性を示した。ここでは、これらの意識の変化が
プログラムのどのような要素や特性によって刺激されるの
かを検討し、メカニズムに関する考察を深める。
　まず講義要素に関して、前節で述べた意識尺度（表7）
の作成と同様に、クラスター分析などの結果から、ソフト
ウェアに係わる6種の印象度については表9のように統合
した。これら3種（CO2数値化、操作、比較）に、地球温
暖化に関するDVD（以下温暖化DVD）とLCAに関するア
ニメーションスライド（以下LCA解説アニメ）の2種を
加えて、5種の要素とした。3種の単一要素に関しては、4.3
節で述べたように各生徒の回答を得点化したものをそのま
ま利用して、各生徒の印象度をスコア化した。2種の統合
要素（ソフト-操作、ソフト-比較）に関しては、主成分分
析を適用して求められた因子スコアを各生徒の印象度スコ
アとした。

　表10は、上述した5種の講義要素に対する印象の強さと、
5種の意識尺度（5.1節；表7）の変化および4種の行動意
図の変化との間における関連をみるために、スピアマンの
相関分析を行った結果である。また図10は、講義要素の
印象度と意識の変化との相関を整理して示している。実線
は全て有意確率（p値）が0.01未満の相関を表し、数字は
相関係数を示す。
　講義要素のうち、「温暖化DVD」の印象度は「つながり
感B」「有効感」の変化との間に相関が認められ、「LCA解
説アニメ」の印象度は全ての意識変化との間に相関が認め
られる。ソフトウェアの印象度に関しては、「ソフト-CO2

数値化」は「責任感」の変化に強く関連し、「ソフト-操作」
は「責任感」「有効感」「可能感」の3種の変化に強く関連
する。「ソフト-比較」は、2種の「つながり感」および「責
任感」「有効感」との間に強い関連が認められる。講義要
素の印象度と行動意図の変化との関係については、表10
より、「温暖化DVD」と「ソフト-比較」はともに、「長期
使用」「リサイクル」との関連性が比較的強いことがわかる。
　まず「つながり感」について講義との関連性を考察する。
2種の「つながり」は、前報8）で影響を想定していた、「LCA
解説アニメ」（表1、講義2）と、想定していなかったPC
実習の一要素である「ソフト-比較」と関連性がある。こ
れは、ライフサイクルの概念を学習した上で、CO2削減シ
ミュレーションを実施することで、つながりを「認識」す
るだけでなく「実感」が強まったと解釈できる。この理由
として、第1に、自分の所持品のライフサイクルという「個
人的」かつ「具体的」なつながりを対象としたことが挙げ
られる。第2に、自らの行動変化がLCCO2の変化をもた
らすことを、シミュレーションを通じて疑似体験すること
により、両者の連動を実感したためと考えられる。なお社
会との一般的なつながり感を示す「つながりB」は、「温
暖化DVD」とも関連性が認められる。このことは、地球
温暖化の影響とライフサイクル思考を組み合わせることで、
個人と社会とのつながり感の認知を高める可能性があるこ

表9　講義印象設問統合法

CO2

CO2

0.664

CO2

2
CO2

- 0.797

図9　意識変化と行動意図変化との関連性
注：実践は、有意な相関性（p< 0.01)を示す、数字はスピアマンの順位相関係数
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とを示唆している。
　「責任感」の向上には、「LCA解説アニメ」とPC実習の
すべての要素「ソフト-CO2数値化」「ソフト-操作」「ソフ
ト-比較」が影響していることが示唆される。「責任感」の
向上は、当初予想していたライフサイクル思考の学習に基
づくCO2排出の原因認知やLCCO2計算（(表１、講義2、3）
だけでなく、行動変化シミュレーション（表1、講義4）
の影響もあると考えられる。
　「責任感」が向上したのは第1に、前述したように「LCA
解説アニメ」と「ソフト比較」による「つながり感」の向
上が影響していると推察される。つまり「つながり感」を
介して、間接的にライフサイクル思考の学習と行動変化シ
ミュレーションが「責任感」に影響している。第2に、自
分と温暖化との結びつきがLCCO2の計算により可視化・
具体化されることで、環境に対する自らの責任もまた具体
化され、責任が強まったとも考えられる。「自ら」の行動
により引き起こされるが、気づいていなかった様々な場面
からの間接的なCO2排出に気づくことが重要と考えられる。
実際、K学園の生徒の感想（図6、7）を見ると、2日目に
おける自分のかばんの中身のLCCO2排出量の算出実習後
は、LCCO2量に関する記述が非常に多く、気づいていな
かったCO2が定量的に示されることで、自身の行動の影響
に気づき、責任感を高めた可能性がある。このように考え
ると、第3に、削減するという行動シミュレーションは、

責任の変化を知ることが出来るため、「責任感」の向上に
直接影響するかもしれない。第4に、「自ら」データ入力
などの操作をしてLCCO2を計算するという作業自体が、

「責任感」の向上に直接寄与する可能性もある。受講者自
身が活動する場面がある環境教育が、行動変容に効果的と
する先行研究29）はこのことを支持している。
　いずれにせよ責任感を強く実感させるためには、ライフ
サイクル思考の学習だけではなく、PC実習を行うことで、
LCAソフトウェアを自ら「操作」し、「CO2数値化」し、「比
較」するということが重要であると考えられる。
　「有効感」の向上は、「ソフト-操作」と「ソフト-比較」
に関連しており、前報8）で想定していた行動変化シミュ
レーション（表1、講義4）の影響が示されている。しかし、
それだけでなく、「温暖化DVD」と「LCA解説アニメ」
の影響（表1、講義1､2）も認められる。前述の「責任感」
と同様に、「LCA解説アニメ」と「ソフト-比較」が「つ
ながり感」を高めることを通して、「有効感」の向上をも
たらすと考えられる。それと同時に、行動変化シミュレー
ションにより自らの行動変化の結果をリアルタイムで知る
ことが直接的に有効感の向上をもたらしていると解釈でき
る。K学園の感想分析（図6）では、有効性に関する記述
が行動変化シミュレーション実習をした3日目に多く見ら
れ、この推察を裏付けている。また、このようなリアルタ
イム・フィードバックの行動変容に効果的であることが先
行研究21-24）でも示されている。「温暖化DVD」と「有効感」
と関連を解釈するには更に調査が必要である。
　以上の考察をまとめると以下のようなメカニズムが推察
される脚注2）。ライフサイクル思考の学習に加えて、自分
の行動変化によるLCCO2の変化を自ら計算することで、

表10　講義要素と意識変化・行動意図変化に関する相関

LCA

-CO2

-

-

* p<0.05 , ** p<0.01

図10　講義要素と意識変化との関連性
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脚�注2）「可能感」の向上は「LCA解説アニメ」と「ソフト操作」による影響
が考えられる。前者については、つながりの認識が「可能感」の向上に
関係しているとも言えるが、「LCA解説アニメ」の印象度との関連は比
較的弱い。関連が比較的強い「ソフト-操作」に関しては、入力操作を通
して、自らが所持する身近な製品を改めて再認識し、そもそも今まで
良く考えていなかった間接的なCO2排出の削減が出来そうであると感
じたのかもしれない。
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自分の消費行動が地球温暖化と結びついているという「つ
ながり」の実感を高めると考えられる。そして行動意図の
規定因と考えられている「責任感」と「有効感」は、「つ
ながり感」の向上を通して向上する。加えて「責任感」は、
自分の行動と地球温暖化の結びつきを「かばんの中の
CO2」という個人的かつ具体的なイメージに置き換えるこ
とで、自分の責任として具体化され実感しやすくなる。「有
効感」に関してはPC学習における擬似削減行動の効果の
リアルタイム・フィードバックによっても高められる。

6.  まとめと今後の課題 

　本研究では、生徒の日常生活を題材としたライフサイク
ル思考に基づく環境教育プログラムを中学高校生を対象に
実施し、生徒たちがこのプログラムの如何なる特性もしく
は要素に刺激を受けて、如何なる心理メカニズムに従い行
動意図を変化させるかを分析した。
　本研究では、環境行動意図の規定因となる「責任感」と

「有効感」の向上に、自分の消費行動が地球温暖化と結び
ついているという「つながり感」が寄与している可能性を
示した。ライフサイクル思考の理解に加えて、自らの所持
品のLCCO2を計算し、行動変化をシミュレーションする
という一連の作業を自ら実施することが、一般的でなく自
分自身の消費行動が社会の様々な活動とそれに伴う地球温
暖化につながっていることを実感するのに寄与すると考え
られる。この一連のソフトウェアを用いたPC実習は、「つ
ながり感」だけではなく、「責任感」「有効感」を直接的に
高める効果も持つと推察される。
　他方、今回の分析では十分明らかに出来なかった部分も
残っている。意識変化や印象度などを的確に測定できてい
なかったことも一因と考えられ、今後、質問紙調査方法な
どをさらに改善する必要がある。また、信頼性のある具体
的かつ総体的な行動変容モデルを示すためには、より大規
模な調査を実施し分析データを蓄積し分析することが課題
となる。常に安定した効果が期待できる環境教育プログラ
ムの確立という観点からは、プログラムの構成要素が生徒
に与える影響をより明確にすることが求められる。本プロ
グラムの実施がもたらす、学習者への心理的な影響メカニ
ズムを明らかにできれば、かばんの中の所持品だけに限定
せず、より広義な日常生活の中での行動や新技術の導入な
どを題材にしたライフサイクル思考に基づく環境教育プロ
グラムの設計にも寄与するであろう。
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